（様式－11）
	技術提案書
業務の名称
令和７年度釧路湿原生態系維持回復事業エゾシカによる植生への影響調査業務
履行期限
令和８年　３月13日
標記業務について、技術提案書を提出します。
令和　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官

北海道地方環境事務所
釧路自然環境事務所長　岡野　隆宏　殿
提出者）住所
会社名
代表者　　役職名　　氏名　　　

連絡先）担当部署

　　　氏　　名
電話番号

　　　電子メール



注１）技術提案書として様式－11から様式－13までを提出してください。

注２）発注者の承諾を得て、紙入札方式による参加希望者は、返信用封筒として、表に提出者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金分の切手を貼った長３号封筒を提出して下さい。

（様式－12－１）
	・業務の実施方針

	


注１）業務の実施方針について簡潔に記載する。

注２）提出者及び協力を求める学識経験者等を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
注３）Ａ４用紙１枚以内に記載する。
（様式－12－２）
・業務フロー
	


注１）業務フローチャートについて簡潔に記載する。

注２）提出者及び協力を求める学識経験者等を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
・工程計画

	検討項目
	業務工程
	備考

	
	月
	月
	月
	月
	 月
	 月
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注１）工程計画について簡潔に記載する。
注２）Ａ４用紙１枚以内に（業務フロー及び工程計画を含め）記載する。

（様式－12－３）
・仕様書5（1）③エゾシカによる植生影響把握・試行調査
	


注１）簡潔にＡ４用紙１枚以内に記載する。
（様式－13）

・賃上げの実施に関する評価
事業年度（又は暦年）における賃上げ
	賃金引上げ計画を表明しているか：　　　　　　　　　　　　　　




本業務では、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）に比べ一定の増加率（大企業の場合３％、中小企業等（※1）（※2）の場合１．５％）以上とする旨を「従業員への賃上げ計画の表明書」（写しで可）により表明した（※3）（※4）場合、加点することとしている。また、提出された表明書で表明した賃上げが実行されているか、事業年度等終了後、事業年度については法人事業概況説明書、暦年については給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表等により確認することとしているため、確認のため必要な書類は速やかに3.(9)担当部局へ提出すること。なお、確認の結果、表明した賃上げが実行されていない場合等においては、当該事実判明後の総合評価落札方式において所定の点数を減点するものとする。詳細は「従業員への賃上げ計画の表明書」裏面の（留意事項）を確認すること。

※１　「中小企業等」とは、法人税法（昭和40年法律第34号）第66条第２項、第３項及び第６項に規定される、資本金等の額等が１億円以下であるもの又は資本等を有しない普通法人等をいう。

※２　「中小企業等」に該当する法人は、「従業員への賃上げ計画の表明書」とともに前年度の法人税申告書別表１を提出すること。

※３　対前年度又は対前年のいずれかを選択して表明すること。当該選択に応じて表明に用いる様式が異なるので留意すること。

※４　「従業員への賃上げ計画の表明書」の様式は環境省ホームページの「調達情報」＞「入札等情報」＞「総合評価落札方式における賃上げ表明様式等」に掲載する。（http://www.env.go.jp/kanbo/chotatsu/category_01.html）

（様式－14）
令和○年○月○○日
分任支出負担行為担当官

北海道地方環境事務所
釧路自然環境事務所長　岡野　隆宏　殿

住所　　　　　　　　　　
会社名　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　
令和７年度釧路湿原生態系維持回復事業エゾシカによる植生への影響調査業務の参加表明書（技術提案書）は、容量を超えたため郵送にて提出します。

なお、問い合わせ先は下記のとおりです。

記

１．問い合わせ先

担 当 者 ：

部 　 署 ： ○○本店○○部○○課

電話番号 ： （代）○○○－○○○－○○○○〔（内）○○○○  〕

２．郵送する書面の目録

３．郵送する書類の頁数

４．発送年月日
29

